
平成19年介護サービス施設・事業所調査

介護保険施設入所者の認知症の状況
（認知症高齢者の日常生活自立度判定基準）
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認知症による精神病床への入院患者の
身体合併症、ADL障害の状況

合併症

ADL

特別な管
理(※3)

日常的な
管理(※4)

なし 計

直接介助
要 （※１）

19.5 25.2 17.6 62.3

準備・観
察 （※２）

2.7 6.7 5.5 14.9

自立 2.8 9.0 11.1 22.9

計 25.0 40.9 34.2 100.0

合併症

ADL

特別な
管理

日常的
な管理

なし 計

直接介助
要

9.8 15.7 8.6 34.1

準備・観察 3.9 7.8 6.4 18.1

自立 5.6 20.8 21.4 47.8

計 19.3 44.3 36.4 100.0

(n=3,356)  (%)

合併症

ADL

特別な
管理

日常的
な管理

なし 計

直接介助
要

21.1 26.9 19.2 67.2

準備・観察 2.5 6.5 5.3 14.3

自立 2.3 6.9 9.3 18.5

計 25.9 40.3 33.8 100.0

GAF 51以上

GAF 50以下
(n=499)  (%)

(n=2,857)  (%)
「精神病床の利用状況に関する調査」より（平成19年度厚労科研「精神医療の質的実態把握と最適化に関する総合研究」分担研究）

※１：ベッド上の可動性、移乗、食事、トイレの使用の4項目の
いずれかについて、直接の（ボディタッチを含む）援助が必要

※２：「直接介助要」には該当しないが、4項目のいずれかにつ
いて、準備・観察が必要

※３：入院治療が適当な程度

※４：外来通院が適当な程度
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可能性は
ない
39.3%

条件が整
えば可能

50.5%

条件を整
えなくても
近い将来

可能
2.8%

可能 7.4%

（有効回答数 3,458人)

症状性を含む器質性精神障害（主に認知症）による
精神病床入院患者の退院可能性と要因

セルフケア能力の問題 50.7%

迷惑行為を起こす可能性 10.0%

重度の陽性症状（幻覚・妄想） 5.6%

他害行為の危険性 4.3%

治療・服薬への心理的抵抗 1.5%

自傷行為・自殺企図の危険性 1.0%

重度の多飲水・水中毒 0.7%

ｱﾙｺｰﾙ・薬物・有機溶剤等の乱用 0.4%

その他 25.8%

「精神病床の利用状況に関する調査」より（平成19年度厚労科研「精神医療の質的実態把握と最適化に関する総合研究」分担研究）

退院の可能性がない患者における主な理由居住先・支援が整った
場合の退院可能性

（有効回答数 1,057人）
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2.5%

4.1%
2.3%

11.9%

22.9%

53.7%

2.6%

転院・入所順番待ち

転院・入所依頼しても受
け付けられない

医療行為あるため転院・
入所を断られる

要介護度が低いため転
院・入所できない

地域内でサービスが尐
なく適所がない

家族（または本人）の了
解が得られない

その他

認知症病棟に入院中の患者の退院可能性に関する調査

あり
45.6%

なし
54.4%

退院可能性

厚生労働科学特別研究事業「認知症の実態把握に向けた戦略立案及び予備的研究」 研究代表者 朝田隆 分担研究者 松原三郎

調査対象：民間の精神科病院 199施設において、
91日以上認知症病棟に入院している患者
（有効回答数1829名）

退院可能性ありの患者が
退院に結び付かない理由

（n=834）
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症状性を含む器質性精神障害 （主に認知症）の
入院患者における身体合併症の有無

ない
34.2%

日常的な
管理を要

する
40.9%

特別な管
理を要す

る
24.9%

（有効回答数 3,376人)

「精神病床の利用状況に関する調査」より（平成19年度厚労科研「精神医療の質的実態把握と最適化に関する総合研究」分担研究）

身体合併症を持つ人の割合
身体合併症の種類

（※１）

（※２）

※１：入院治療が適当な程度

※２：外来通院が適当な程度
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